












政・専修・明治・早稲田の各大学 前身校以外にも「泰東法律夜学校」 「共学修律社」 「明治義塾法律研究所」の名前を見ることができる。これらの法律 はなぜ廃校となったのか、また 現存する法律学校となにか違いがあったのだろうか。　
当該期、東京という地域には小学校や中学校以外にも多種多様な






















旨」のなかで「今ヤ一ノ専門学校ヲ私設シ、専ラ邦語ヲ以テ教授セントス と記しているように、自ら自身の学校を 門学校と定義している。しかし この主旨では、官立の東京大 、工部大 （東京大学工学部の前身校の一つ） 、司法省法 （東京大学法学部の前身校の一つ）も大学ではなく、専門学校と規定しており 「経済・法律・天文・地理・工芸・究理」を専門的 教授する を 官公私立問わず、すべて専門 校と呼んでいる。つまり法律を専門的に教授する学校という意味で「専門学校」と う言葉を使用 いるに過ぎない。そのため本稿では各種学校と専門学校との分類 とらわれず、あくまでも私的機関において法律を教授す 学校を私 法律学校と呼ぶこととする。また、後述するように、文部省が定義した学校ではない機関においても、法律教育を行っていれば、そうした機関も私立法律学校として るので、まず その点 お断りして
おく。　
話を本稿の目的に戻すと、私立法律学校のなかでは、教員数・学
生数の規模という点から見れば、現存する大学、特に明治、中央の前身校が大きかったが、それでも先に挙げた「諸 校表」にあるように、他にも私立法律学校がいくつかあったことは間違いなく、これらの学校はど ような学校であったの なぜ設立されたのか、設立した人物や教えていた人物はどのような経歴を持っていたのか、そしてなぜ廃校となったのか。本稿の目的はその点を少しでも明ら にすること ある。　
そしてもう一点、廃校となった学校と現存する学校と何らかの繋


















影響を受けている。私立法律学校の講師や学生たちは、自由民権運動の担い手ともなり、各地で開催 政談演説会には の学生たちが詰めかけた。このような動きに対応した取締条例である集会条例により、明治法律学校や東京専門学校、また英吉利法律学校生徒たちが逮捕・検挙されている。明治一九年に 主要な私立
校に対して、政府が帝国大学総長による特別監督学校制度を設けた原因の一つに、私立法律学校を自由民権運動の巣窟と考えていたからとも言われているほどである。　
専修学校の生徒が他の私立学校生のように逮捕や検挙されたとい
う事例は現在のところ見ることはできないが、専修学校 生徒のみが演説会などに顔を出さなかった 考えにくい。なぜなら専修学校があった明治会堂こそ、自由民権運動と大きな関わりを持っていたからで る。　
明治会堂は二〇〇〇人を収容できる西洋風演説会堂で、専修学校
が明治会堂の一部を仮校舎として使用し たのは、開 まもない明治一三年から一五年の二年間のことであった。こ 会堂の借用には福沢諭吉の協力があった。　
というのも明治会堂の建設は福沢の発案によるもので、明治一三
年六月、慶応義塾の壮年社中に呼び掛け、建設の協力を依頼し ことから始まった。協力者たちはしばしば福沢邸で会合を行い、候補地の選定作業を行ったという。その結果、候補地として選ばれたのが、木挽町にあった由利公正 邸宅地であった。もとも こ 場所にあった西洋館を専修学校は教室として借用しようとしていたあったが、彼らは由利公正の本宅を買い取り、それを取り壊して五〇〇余坪の敷地に建物を新築した。それが明治会堂である　
この時期の演説流行の時運に乗り、明治会堂では多くの演説が行
われた。建設に関わ 慶応義塾や、福沢の主唱 もと 知識 交
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一ニ法律学科ヲ講究シ、 一ニ代言代書ノ事務ヲ取リ、 頗ル人民ヲ伸張スルコトニ勉焉セリ」 とあるよう 代言・代書の事務も行っていた。　
実は明治初期、代言・代書業を行う事務所が全国に開設されてい
くが、そのなかでも島本のよう 自由民権運動に携わる 言人が開いた事務所を澤大洋氏は、 「民権派代言事務所」と呼び、民権派代言事務所と私立法律学校の関係を、 司法制度 事務所の発達と密接な関係を持ち、後者の経営の必要から 律学校 創立が要請され、発展し 」と述べている
⓱。つまり、澤氏は法政大学や専修
大学を始めとして明治一〇年代に次々と設立された私立 学校の源流は民権派代 にあり それが発展したもの 捉えたのである。そうした代言事務所の例とし 、今、紹介 島本仲道の律研究所のほかに北州社、法律学舎 講法 舎 明法学舎の名前を挙げている。　
では、澤氏が言う代言人制度の変遷、それに伴う代言事務所の発





















































































れるほど、法律書の解読や貸出 無給生徒の募集、法学教育や訴訟の方法に関する講習会 開催など、精力的な活動を行っている。法律研究所の教育内容はよくわかっていないが、その後の島本の評価を見る限り、この法律研究所が 代書・代言業務と法律教育を行う代言結社の先駆けであり その後 民権派代言事務所に与えた影響は大きかったと考えてよいだろう。４．代言人試験に代言結社が果たした役割　
「三百代言」の弊害を正すべく、政府はその対策に乗り出す。そ
の結果、明治九年（一八七六）二月、 「代言人規則」と「代言人規則中手続」が制定された。これによ 代言人として業務を行うためには試験を受けて合格し、免許 得なければなら くなった。同年四月、東京府で行われた第一回目の代言人試験の出願者は三〇名、そのほとんどが北洲舎・法律学舎・保権舎・貴知法社・尊義舎などで学んだ人々であったという
㉔。つまり、出願者の多くは代言事務












































開業の際にはボアソナードによる法律に関する講演もあったという。授業は元田が日本刑法を、その他、司法省に勤務し、ボアソナードの招聘にも尽力した名村泰蔵がフランス民法を、同じく当時、司法省に勤務していた沼間守一が、イギリス法の授業 担当した。複数の教員によって法律教育 行われた点が 特徴と言え だろう。　
法律学舎は開校の五ヶ月後に、神田五軒町の大田原藩邸に移転す





















校（茂松法学舎ともいう）がある。明治一一年に今川小路一丁目一番地（現在の専修大学付近）に設立された私立法律学校である。明治一四年頃の校主は代言人・広瀬帆三で、教員四名 生徒数一〇〇名を超えていたという。残念ながらその実態は定かでなく、閉学がいつかも不明であるが、卒業生 、衆議院議長・商工大臣などを務めた政治家・藤沢幾之輔 愛知県出身の同じく政治家・後藤文一郎、同志社の第四代社長を務めた西原清東などがいる。　
このように明治一〇年前後には、代書・代言業務に従事する代言
人たちが設立した私立の法学教育機関 専門 校に分類され ほどに、成長を遂げていく である。　
しかし、明治一三年五月一三日、その代言人 規則が大きく改正













機関であったとしている。その結果、 「政治理念から始まる法学教育が後退し、政治理念から断絶された技術的な法学教育が前面に現われてきた」 とし、 その代表例が明治法律学校であったと結論づけた。　
この点については、谷氏も、この改正により、北洲舎など当時、
隆盛を誇っていた結社が解散に追い込まれることとなり、 「免許代言人は代言人組合に集合するとともに、その後は自由民権運動から発展した「政党」に加入するようになった」と述べている。結社による自由民権運動から政党によ 自由民権運動への移行 きっかけを明治一三年の代言人規則の改定に求めている であ　
麻生氏の言うように、確かに法政大学や専修大学、明治大学は、
この改正後に設立され 学校を前身校としているが、 れでは、代言事務所や結社とこれら 学校はどのような 係 あったのか。た、どのよう移行していった かについて、澤氏の指摘を踏まえながら、次に見ていきたい。５．代言結社から私立法律専門学校への転換　
麻生氏は、明治一三年（一八八〇）の代言人規則の改定後に設立
された「政治理念から断絶された技術的な法学教育」を行う学 の代表例として明 法律学校を挙げ るが、 「技術的な法学教育」の「技術的」とはどのような技術を指すのか、その点について 言及していない。代言人になるための受験への対策を教えるという意味での技術的 のか、はたまた良い意味 捉え、複数の 員による
組織的な法学教育と解釈するのか、後者の意味ならば、確かに明治一三年以降に誕生し、現存している私立法律学校の教育は「技術的」と言えるだろう。カリキュラムや講師陣の数を見れば、代言事務所が行っていた法学教育とは一目瞭然であった。　
その一方で、法政大学や専修大学、明治大学が各個別大学史の研
究で明らかにしている通り、これらの大学が代言事務所（結社）の流れを引き継いで、設立されたこともまた事実であり、各校 創立者たちは設立以前から または設立以後 引き続き代言人として代言業務を行っている人物も多くいた。法政大学 前身であ 東京法学社は、代書・代言業務を行う代 局を併設してい し、明治大学の創立者たちも、後述するように泰東法律学校や講法学社に深く関わっていた。中央大学の前身校である英吉利法律学校の創立者たちのほとんども代 人資格を持ち、代言事務所を開設している。これらの学校は突然、誕生したわけではないの ある。　
ここでは、専修大学の源流の一つとなった代言結社「東京攻法































卒業後、すぐにこうした代言事務所を開設できたのには理由がある。明治一二年五月 司法省は、東京大学法学部の卒業生が、代言営業の出願を申請した際は、その卒業証書 証し して、代言人試験を受験することなく、免許状を交付する旨を達したからである。これは同年、内務省が東京大学医学部の卒業生には試験を要せず開業の免状を交付したことと同様の処置であったと言われている
㉝。
三人は法学士でありながら代言人となっ 最初 人間でもあっ 。　
とはいえ、こうした特典を利用して代言人になった東京大学法学

































































































あったことは先に述べた。高橋らと相馬たちを結び付けたのが増島であったと言われている。増島の仲介で が東京法学会 入会したのは明治一三年一月から三月にかけ のことであった。　
この間、相馬たちはこの東京法学会を母体にして法律学校を設立
しようとしていた。一方、明治一三年五月 代言人規則の改正により、東京攻法館を運営し、代言の業務に従事する でもあった高橋らは、東京攻法館の代書・ 業務と教育活動を切り離す必要に迫られることとなった。そこで東京法学会を母体とする専修学校の設立にあわせて、東京攻法館の学務舎を切り離し、ここに統合する形にしたと考えられる。専修学校は修業期間二年の学校としてスタートしたが、創立時に二年次編入 扱いとなったのが、慶応 塾夜間法律科、三汊塾法律経済科、そ 東京攻法館の学生であっ
― 47 ―
《研究論文》明治初期の東京における私立法律学校について










































































や高橋を媒介として専修学校、英吉利法律学校に繋がっていくことがわかる。このように代言業務や法学教育を行っていた代言事務所の設立者や講師たちが、明治一三年以降、組織的な法学教育を目的として新設された私立法律学校の設立や教育に深く関わっていることを鑑みれば、澤氏が指摘するように民権派代言事務所が発展しもの 捉えることができるが、私立法律学校と民権派代言事務所ではその教育目的に違い あったことも指摘し おかなければならい。なぜなら私立法律学校に入学 希望した若者たちすべてが、代
言人をめざしていたわけではないからである。　
民権派代言事務所は、その教育目的として代言人養成に重きを置
いていたが、明治一三年以降に設立された私立法律学校、特に専修学校や東京専門学校は法律科だけでなく、経済科や政治経済科などの学科を擁していた。高橋や増島が専修学校から離れて英吉利法律学校 設立に至っ 理由の一つとして、法学教育に特化した学校を設立したかったからとも考えられるが、少なくとも現存する私立法律学校の設立趣旨のなかに主 る目的を代言人養成 して る学校はない。民権派代言事務所の教育目的にはない、官吏養成に果たした私立法律学校の役割も合わせて考えていく必要があるだろう。　
そしてもう一点検討すべき点がある。確かに専修学校は、明治一































































































































































































































































































































の学校は、芝区西久保町十八番地において生徒七名でスタートを切っている。教員は吉田義静、学科は 皇朝史類」と「六経、法律、諸子百家、歴代史之内」 「詩文」となっており、庚辰学校 同様、法律を専門とした学校ではない。このようにいくつかの学科のなかに 入れて講義している も 時期、多々あ た。　
教員を務める吉田義静は、司法省法学校を退校後、フランスに留





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































かった私立法律学校を見 き が、中国法やフランス法を教授する学校が多かったことがわかる。中国法に関しては漢学の素養 持つ人間であれば、教えることが可能 あったが、需要という点に問題があったことが考えられ 。　
フランス法に関しては、明治政府は当初、ブスケやボアソナード




















正によって、法学教育を行ってきた代言事務所を含めた校の多くがその姿を消すことになったが、それ以後も、専門学校に分類されていた泰東法律夜学校や茂松法学校は なりに生徒を集めていた。また、明治一四年には、政治・ 律・哲学・経済を教授する明治義塾も設立され いる。ただし、明治義塾は明治一七年に明治義塾法律研究所と改名するも、すぐに廃 する。跡地は増島六一郎が買い取り、その教育は英吉利 学校 引き継がれ
56。こ





されていない、いくつかの私立法律学校の史料を掲載したが 見落としも多々あるかと思う。文部省や東京府 学事年報などと照会しながら、今一度精密な調査を行う必要がある。こ も今後 大きな課題である。　
しかし、今回本稿で述べたように、私立法律学校はその時代時代




























































































































































































－ 」 （ 『静岡大学法政研究
　
第一三巻第
三・四号』静岡大学人文学部
　
二〇〇九年） 、村松玄太「近代法
制胎動期における私立法律学校の簇生に関する予備的考察 （ 『大学史センター報告
　
第三七集
　
大学史活動』 （明治大学史資料セ
ンター
　
二〇一六）にも一覧表などが掲載されている。
37 所蔵先を明記していない史料はすべて東京都公文書館所蔵の史料である。38読売新聞
　
一八八〇年九月一五日
39 石附實『近代日本の海外留学史』
p336 （ミネルヴァ書房
　
一九
七二）40 『幕末明治海外渡航者総覧
　
第二巻
　
人物情報編』
p399 （柏書房
　
一九九二）
41村地信夫編『蝉蛻物語』 （村地信夫
　
一九三六）
42朝日新聞（大阪）
　
一八八六年六月一一日
43朝日新聞（大阪）
　
一八八六年八月一九日
44朝日新聞
　
一九三九年五月二二日
45朝日新聞
　
一八八一年一月一三日
46 明治大学史資料センター編『私学の誕生
－ 明治大学の三人の創立
者
－ 』 （二〇一五
　
創英社／三省堂書店）
p111 。この書のなかで
引用している岸本辰雄の矢代追悼演説のなかでは、講法学舎の設立は明治一一年（一八七八）と述べているが、村松氏の前掲論文の一覧表のなかでは明治九年となっている。47 読売新聞
　
一八八二年一月三一日。同年二月二三日にも同様の広
告を掲載している。48読売新聞
　
一八七九年八月三〇日
49読売新聞
　
一八八〇年 月一八日
50読売新聞
　
一八八〇年九月二六日
51読売新聞
　
一八八二年二月二日
52読売新聞
　
一八八 年三月 七日
53 『明治大学百年史
　
第三巻
　
通史編Ⅰ』および村松「前掲論文」
に、泰東法律学校が代言人・島巨邦によって京橋区南紺屋町に設立された学校であること、その場所には代言業・精研社があったこと、岸本辰雄・宮城浩蔵・矢代操という明治法律学校の創立者三人のほか、同校の講師たち 教壇に立っていたことが記されて
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いる。54法政大学大学史資料委員会編「前掲書」
p33
55 『専修大学史資料集
　
第三巻
　
五大法律学校の時代』
p519 （専修
大学出版局
　
二〇一三）
56村松「前掲論文」
